
 
 

 

 

海外ビジネス（輸出・直接投資）に取り組む企業が増加する中、リスクを把握して対応策を立てる「リスクマネ

ジメント」の視点が一層重要となってきます。 

そこで、日本貿易振興機構（ジェトロ）では、海外ビジネスを行っているもしくは検討中の企業の方々を対象に、

リスクマネジメントセミナーを開催します。本セミナーでは、海外ビジネスにあたって直面する可能性のあるリ

スクの概要や事例をご紹介する他、そのリスクを最小化するための対策として商事仲裁と貿易保険について

ご説明します。 

海外ビジネスの適切なリスクマネジメントについてご理解を深めていただく絶好の機会ですので、是非ご参加く

ださい。 

1. 日時  2016 年10 月6 日（木） 14：00～16：20 （受付開始 13：30） 

2. 会場  松山商工会議所 第3 会議室 （愛媛県松山市大手町2-5-7） 

3. 概要 

(13:30) 受付開始 
14:00-14:05 開会挨拶 
14:05-14:45 「海外ビジネスにあたってのリスクの概要・事例紹介（仮）」 

ジェトロ岡山貿易アドバイザー 長光 正明  
海外ビジネス(輸出・投資)を行うにあたって直面する可能性のある
リスクの概要、トラブルの事例等について、日頃より企業の貿易投
資相談を担当している専門家よりご紹介します。 

14:45-15:25 「海外ビジネスと紛争解決 - 仲裁条項は国際契約の要」 
 日本商事仲裁協会 仲裁部・調停部次長 西村 俊之 氏 

海外ビジネスのリスクには契約相手との紛争（トラブル）がありま
す。交渉により解決できない場合、裁判によることになるのでしょう
か。実は海外ビジネスの紛争解決には、裁判ではなく仲裁が常套
手段として利用されています。何故仲裁が利用されているのか、
また仲裁を利用するための仲裁条項について解説します。 

15:25-16:05 「海外取引のリスクと貿易保険」 
日本貿易保険（NEXI）大阪支店 営業グループ 主任 斉藤 健佑 氏 

海外ビジネスのリスク回避のために NEXI が提供する、輸出や投資
等を対象とした貿易保険についてご紹介します。 

16:05-16:15 

「企業のリスクに対する各種共済制度のご案内」 
松山商工会議所  

様々な企業のリスクをしっかり補償する松山商工会議所の各種共
済制度についてご紹介します。   

16:15-16:20 閉会挨拶 

4. 参加費 
無料（お車でお越しの方は駐車場には限りがございます。公共交通機関をご利用いただ

くか、近隣の有料駐車場をご利用ください。） 

5. 締切 9 月30 日（金）  17：00 

6. 定員 先着30 名程度    

7. 主催 ジェトロ愛媛 

8. 共催 松山商工会議所、公益社団法人愛媛県産業貿易振興協会 

9. お申込方法 

別添参加申込書を FAX（089-952-8588）もしくは E メール（ehi@jetro.go.jp）へ送付下

さい。（また、以下URL からのお申し込みも可能です。） 

http://www.jetro.go.jp/jetro/japan/ehime/ 

10. 連絡先 ジェトロ愛媛 TEL：089-952-0015  （担当：石川、松本） 

今後お知らせ等ご不要の方は上記連絡先までご連絡ください。 
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海外ビジネス リスクマネジメントセミナー (10 月6 日開催) 
FAX：089-952-8588  またはehi@jetro.go.jp  ジェトロ愛媛行（担当：石川、松本） 

貴 社 名  企業形態 
大企業 中小企業 

その他 不明 

所在地 

〒 

 
TEL：             FAX： 

業種（※１つだけご選択ください） 

1.農林水産業 2.鉱業（金属、非金属、石油、ガス、石炭等） 3.工事、建設業（建設、土木、設備等の各種工

事 4.食料・飲料品、たばこ、飼料等製造業 5.繊維、衣服、皮・毛皮、装飾品製造業   

6.木材、パルプ、紙製造、及び各製品製造業 7.家具・装備品製造業 8.化学、医薬品、石油化学・石炭製品製

造業 9.ゴム、プラスチック製品製造業 10.窯業、ガラス・土石製品製造業 11.鉄鋼、非鉄金属製造業 12.

金属製品製造業 13.一般機械器具製造業 14.電気・電子機械器具製造業 15.輸送用機械器具製造業 16.医療

機器製造業 17.精密機械器具製造業 18.その他の製造業 19.出版・印刷、同関連産業 20.電気・ガス・水道

業 21.運輸・倉庫業及び関連付帯サービス業 22.郵便・通信業 23.卸業 24.小売業 25.商社・貿易業 26.

修理サービス業（自動車・機械器具等） 27.飲食店 28.金融業 29.保険業 30.不動産業 31.生活関連サー

ビス業 32.娯楽関連サービス業 33.情報処理サービスおよびコンピュータソフトウェア事業 34.法律・会

計・税務等の専門サービス 35.事業関連サービス（コンサルティング・広告・調査・レンタル等）36.医療・保

険衛生サービス業（含む公的サービス） 37.その他のサービス業 38.教育・研究機関 39.政治・経済・文化

団体等及び各種共同組合 40.公務（国家、地方、外国）  41.上記分類以外 

(フリガナ) 

参加者名① 

 (                ) 役 職  

E-mail：  

(フリガナ) 

参加者名② 

 (                ) 役 職  

E-mail：  

■今後、ジェトロからのご案内メール送付をご希望するお客様は、以下についてもご記入ください。 

案 内 方 法 

(複数選択可) 

E-MAIL   DM（ダイレクトメール） FAX  送付を希望しない 

※FAX番号（ご希望の場合）：（                     ）   

関心ビジネス形態 

（複数選択可） 

輸出    輸入    海外投資    対日投資   

調査・研究（各国・地域情報、WTO・EPA・FTA関連情報など） 

関心分野など 

（複数選択可） 

食品  機械・部品  環境・エネルギー インフラ・プラント 

先端技術（IT・バイオなど)  伝統産品・日用品・生活用品など  

繊維・衣料   コンテンツ（映画・音楽・ゲーム・アニメ）     

サービス産業  知的財産権保護関連情報  BOPビジネス 

関心地域・国 

（複数選択可） 

【地域選択】 (「地域」を選択のうえ、「関心国」を記入してください） 

日本   アジア・オセアニア   中東   ロシア・CIS  欧州    

北米   中南米   アフリカ   全世界 

【関心国】 （                            ) 

※ご記入いただい情報は適切に管理し、本セミナーの準備・運営を目的に使用させていただくとともに、上 

記でご希望いただいた方には今後ジェトロのサービス・イベント・セミナー等のご案内をさせていただく 

際に使用させていただきます。 

※お客様の個人情報保護については、ジェトロ個人情報保護方針(http://www.jetro.go.jp/privacy/)に基づき、適正に管

理運用させていただきます。 
 

参 加 申 込 書 


